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SUMMARY 
    It is said that being “futsu” (which means the ordinary, average, normal or usual) may be desirable in 
Japanese culture because Japanese place great value on harmonious relationships. However, there were few 
studies which demonstrated that self-cognition as being “futsu” associated with psychological well-being. The 
reason why being “futsu” was hardly connected with positive mental state is that the meaning of “futsu” differs 
according to the context. This study was conducted in a qualitative manner to investigate 1) the definitions of 
“futsu”, 2) the situations which people become aware of being “futsu”, 3) the affects when people are “futsu”, 4) 
the good and bad sides of “futsu”, and 5) the functions of “futsu”. 54 female college students participated in 
semi-structured interviews. As a result, it was indicated that the most common situations which interviewee 
realized being “futsu” were the daily contexts. When people regarded themselves as being “futsu”, they felt relax 
or uneasy depending on the situations. Specifically, people recognized them as being “futsu” and felt relief when 
they got along with others around them. In contrast, when being “futsu” implied lack of individuality, people 
tended to have negative feelings. 
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はじめに 
2002年の1月、ブッシュ大統領はアメリカ合衆国の教育改革政策の一環として一般的に受けのよかった条例に
署名し法として成立させた。この条例は「いかなる子供もとり残されることのないように、教育のアカウンタビ
リティー、柔軟性、そして選択をもって学力格差を縮めるために(1)」企画されたもので、一般的に「落ちこぼれ
を作らないための初等中等教育法2001」(No Child Left Behind Act of 2001 [NCLB]) と命名されている。ところが、その
後10年を経て当時人気を博した教育改革政策それ自体が実質的に時代から「とり残される」状況に陥っている。
NCLB 法はすでに2007年に失効しているものの、それが新法に取って代わられるまで法的には有効のままでいる。
そのために、連邦議会は当該法を政治的に再認可することができぬまま、法の諸要求をめぐってなんとか折り合
いをつけてきた。当初から（非現実的にも）設定された児童生徒の100％習熟度達成の2014年期限はにわかに近
づいていることに鑑みて、オバマ政権は各州に州レベルでの免責制度を利用するよう奨励してきた。アメリカ米
合衆国教育省のウェブサイトに発表された免責の告知には、法についての評価が以下のように記されている。 
 
「落ちこぼれを作らないための初等中等教育法2001」(NCLB) は学力格差と、また高いレベルで支援を必
要とする児童生徒のために益々要求が高まるアカウンタビリティーに光をあてた。他方で、当該法は児
童生徒の成長や益を顧みずに、基準を下げる、カリキュラムを狭める、純粋に試験得点に焦点を当てる
などを州に奨励し、更に「一つのサイズにすべてを適合させる」連邦レベルでの要求を創り上げた。(2) 
 
免責特権は州に、その結果が重大なつけをもたらす試験制度の重荷を軽減することで、再びより柔軟に運用でき
ることを約束した。他方で、各州はより洗練されたアカウンタビリティー制度を発展させ、教育の質を改善し、
生徒を大学や社会への移行に備えて養成するよう要求する。すでに34の州に免責特権が与えられ、9つの州が手
続きの過程にある。更なる免責特権への追加申請の期限は今年2013年2月の終わりと迫っている。上院では新た
な教育法案を通過させた方が、現行の免責特権の施行でしのぎつづけるよりも好ましいという点で合意しており、
教育省長官アーン・ダンカンも「免責特権の付与は常に、常に第二の案であった(3)」と述べている。いる。それ
にも拘らず、NCLB法は未だに活きている。 
 米国教育制度が絶え間なく変化してゆくので、この改革によってもっとも影響を被りながらももっとも相談を
受けることのない人々、即ち教員たちから意見を集めることとした。ニューハンプシャー州のエクセター高等学
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校を訪問し、インタヴューを実施し質問紙を配布した。調査紙ではNCLB法の3つの鍵となる用語のうち第一の
もの、即ちアカウンタビリティーに焦点を当てた。これは当該法のもとに「リスクの高い」試験制度と「年間学
力向上値」(AYP) を通して評価されてきた(4) 。この論稿の最後では、調査結果から引き出される考察と、これら
が日本教育の文脈で意味をもちうる点について示唆したい。  
 
アカウンタビリティー（教育効果責任） 
アカウンタビリティーはNCLB法の目玉商品であり、ほとんどの人々がアカウンタビリティーはあるべきだ
という考え方を支持している。即ち、自分たちの学校で実際におきていることは重要で、教育の現状に関心をい
だくべきであると考えている。ニューヨーク大学の教育史家で前合衆国教育省副長官のダイアン・ラヴィッチは
その著書『偉大なアメリカ学校制度の死と生――いかに試験と選択は教育を衰弱させているか』で「1990年代に
アカウンタビリティーは役人と企業指導者らの標語となった」と述べている(5)。政治家らは右寄りも左寄りも、
どこでなぜアメリカの児童生徒が国際的に失速したのかを知りたがった。NCLB法は最終的に州にとって「掛け
金の高い」試験制度の形をとってアカウンタビリティーを義務づけることとした。そこにはその児童生徒の習熟
レベル到達を証明できない学校がその結果について厳しい責任を負うことになる可能性も含まれていた。たしか
に試験が教育に占める意味と役割があることを否定する人はほとんどいない。他方で現行の試験制度が学力の弱
い児童生徒や学校を支援するために成果を上げたかどうかを問う人も多い。試験の目的とアカウンタビリティー
との関係について以下にラヴィッチが説明している。 
 
試験の目的が参考となるデータを提供し、学力診断の手掛かりを与えるものであるならば、教職員が改善
した教授法を通して以外に成績結果を変える理由は何もない。ところが、試験の目的がアカウンタビリテ
ィー（教育効果責任）であるならば、教職員は教室や学校の中での得点が変化を見るときに、結果責任が
生々しくのしかかってくるのだと捉えてしまう。(6) 
 
ある人々、又はほとんどの人々が2014年までの百パーセント習熟度達成は非現実的な目標であるとみなす現状に
直面して、学校によっては試験得点を伸ばすためにかなりの努力を惜しまなかったようである。たとえば、州の
基準を下げたり、成績の低い児童生徒が試験を受ける機会を制限したり、あるいは試験範囲で児童生徒にゆき過
ぎるほどまでに練習問題を解かせ、学習内容を増やす代わりに他科目に費やす時間を減らすなどの努力があった
ようである(7)。最悪の場合には、教職員が得点を上げるために実際に児童生徒の解答に手を加えることもあった。
子どもたちは教室内だけではなく、社会においても教育を受けるものである。教員らが児童生徒の得点を上げる
ために不正をしたという見出しを読んで、かれらは一体何を学ぶのであろうか。 
 それに加えて、試験に基礎をおきその結果責任が厳しく問われるアカウンタビリティー制度は、それによって
診断されない、また/あるいは診断されえないものがあるために疑問視されてきた。読解、筆記、数学、科学と
いう諸科学は（「読み書きそろばん」と呼ばれてきたように）社会で生きてゆくために、また高等教育のために
必要なスキルではあるものの、それで教育の全側面をカバーしているわけではない。ラヴィッチはこの狭い教育
観との関係で全米教育アカデミーの心理学者ロバート・グレイザーを引用する。グレイザーは次のように特筆し
ている。全米学力調査 (National Assessment of Educational Program [NAEP]) は測定不能な「教育の審美的また道徳的目標」
を測ることがない。更に「不幸にも、私たちは測れることを測りがちで、測れずにとり残されたものよりも、結
局は測れるものを高評価することになる」と記している(8)。 
 おそらく現行のアカウンタビリティー制度を批判するもっとも大切な点は、それが児童生徒の学業に影響する
他の諸要素を考慮していないということであろう。たとえば、児童生徒の努力、教育に対する家族の姿勢、そし
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て最も重要な観点として貧困が挙げられる (PISA 2009, Coleman Report 1966参照) 。 デューク大学公共政策と経済学
の教授であるヘレン・ラッドによると、現行の教育改革の試みは「誤った方向づけをされている」という。明ら
かな徴候を真剣に捉えていないからだという。それは経済的に恵まれない家庭の児童生徒は、恵まれた家庭の子
どもたちと比べて、よい学業成績を残さないという明らかな徴候である。この政策を推進した人々は貧しい児童
生徒が直面する広い教育の諸課題に取り組んでこなかったので、「生徒たちの学力を全体的に底上げするために、
あるいは恵まれた生徒と恵まれない生徒との間の学業成績と教育的達成における格差を縮めるのに、推進者らは
ほとんど力となってこなかったし、将来もさほど助けとなりそうもない。(9)」アメリカ合衆国教育省が収集した
データに基づく報告によると、学業成績のかなりの格差が3歳までにはあらわれるという。子どもたちが公教育
制度に上がる前の話である。「社会経済的にもっとも高い集団の就学前児童の平均学力点は、もっとも低いグル
ープの平均点よりも60％高い。 (10)」（実はこの同様の現象が日本でも入学前から塾に通う児童とそうでない児童
との間で起きている。）ここから何が言えるかというと、私たちは公立学校に子どもたちの教育を委ねているが、
そもそも正規の教育だけが学業成績成否の責任を負っているというわけではない。ところが、現行制度のもとで
は、教員と学校のみがその責任と釈明の義務を負わされているのだ。 
 
動機づけと評価 
NCLB 法のもとでアカウンタビリティーはいかに機能しているのだろうか。この興味からこの調査では動機づ
けと評価という2点に焦点を当てることにした。NCLB 法では生徒と教員の動機づけを高めようとする目標が明
記されていない。ところが、そもそも試験が生徒の能力/学力を評価する道具として機能するのは、生徒が日々
の学校での勉学とまた試験当日の両方において学習への動機づけがなされているときだけである。学習への動機
づけそのものは教育にあっては一般的な問題である。おそらく特に NCLB法の明確な標的である学業成績の低い
生徒らの間では問題となる。そこで、生徒らを動機づけることのないアカウンタビリティー制度の意味が疑わし
いものとなる。主体となる本人が参加したり協働したりしないでも測れる事項というものはたしかにあるが、真
の学力に関してはこれに当たらない。同様に教員も生徒の試験準備のためにはその背後で支えなければならない。
もし試験を50メートル短距離走に例えるなら、そこで懸命に走らなければ、またはわざとコースからはずれるな
らばよい記録は出せない。仮に教員らが長距離走こそは人生にとって最高の準備であると感じているならば、そ
こから最強のスプリンターが生み出されることはないであろう。 
 NCLB法のものと試験制度は本来動機づけツールとしては意図されておらず、むしろ評価ツールとして企画さ
れたものである。生徒の学力を測ることによって学校を評価するために作られたのだ。学校は生徒の獲得点数に
よってレッテルが張られるために、試験が適正に生徒の習熟度を測るものであるか否かを問うことは重要であり、
またフェアなことである。更にNCLBの本来の意図は成績不振の学校を特定することであって、不振の教員を特
定することではなかった。（他方で教員の適正を保障することについて語ってもいない。）ところが、現実には生
徒の学業成績に基づいて教員に賞罰を与えるというプログラムが開発されてきた。そのなかには教員をより直接
的に生徒の得点責任に結びつけようとするものもある。たとえば、教育省による公教育事業「レース・トゥ・
ザ・トップ」は、生徒の学業成績を教員の評価に結びつけている。このプログラムのもとで、諸州は40億ドル以
上もの予算にむけて競い合う。教育刷新と改革に関連したいくつかの基準に沿って査定され数値化された申請書
を提出する。教員評価を生徒の成績に結びつけることで、比較的大きな点数を獲得できる。そこで、州によって
は更なる基金獲得の機会を増やすために、その教育的実践を変えてしまうこともある。全米教員資質保障委員会
（National Council on Teacher Quality）の2011年報告によると、「今日23の州が要求しているのは、教員評価には教員が
単に生徒の学習に留意するだけではなく、生徒の成長と又は付加価値を証明するデータに裏づけられた生徒の習
熟度を客観的に証明するものを含めることである。」このうちの7つの州とワシントン DC は「生徒の学業達成と、
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又は生徒の成長は教員評価について『かなりの程度で』教えてくれる、あるいはその主な規準となろう」(11)と述
べている。具体的な例としてCNNの報告が明らかにしたところによると、「2013-14学年度までにオハイオ州の公
教育学区はそれぞれの教員に評点をつけることになるであろう。その評点の半分はどれだけ生徒が学んだかに基
づいて、その試験得点で測定されるという。(12)」その評点は給与、昇進、解雇を決定する際に参考にされる。そ
こでこの調査計画では、試験によって生徒の学力と教員の質の双方をどこまで測ることができるかについて教員
に質問を投げかけることとした。 
 
エクセター高等学校について 
 エクセター高等学校は公立中等教育学校で、総合的な中等高等学校の教育課程を有し、第9学年から12学年ま
での教育に仕える。ニューハンプシャー州のエクセター町にある。町にはおよそ3万人の住民がおり、州の南東
縁に位置している。当該高等学校は「エクセター地域協同学区」によって管理運営されている。この学区は7つ
の町にまたがる。これらの町は農業、住宅地、小規模企業が多様に混ざる複合地区を支えている(13) 。 
エクセター高等学校の生徒総数は2012年の時点で1663人にのぼる。人種割合は以下のとおりである。アフリカ
系アメリカ人22人 (1.3%) 、先住アメリカ人2人 (0.1%) 、アジア系31人 (1.9%) 、ヒスパニック1人 (0.1%) 、太平洋諸島
民2人 (0.1%) 、複合人種4人 (0.2%) 、白人1601人 (96.3%) 。専任の教員は128人いる。244人の生徒が個別教育プログ
ラム（IEP）のもとで学び、「特別教育」生として認定されている。NCLB法の要求に応えるために、ニューハン
プシャー州教育局、ロードアイランド州教育局、ヴァーモント州教育局は共同で「ニューイングランド共通評価
プログラム」として知られる「学年成績標準値制度」(New England Common Assessment Program Grade-Level Expectations  
[NECAP GLEs]) と、数学・読解・筆記の試験を開発した。この試験は2005年ニューハンプシャー州で最初に施行
された。このNECAPは10月に第3～8、11学年が数学と読解で施行される。筆記試験は第5、8、11学年で同時に行
われる。科学の試験は5月に第4，8、11学年で行われる。これらの得点はNCLBのもとで重大な教育効果責任を
負うものではない(14) 。 
NECAP評価試験の結果によると、エクセター高校は読解と数学において大方よい成績を修めていることがわ
かる。（表１を参照） 
 
年度 州内での順位 州内の高校数 
2009年度 １７位 ８１校 
2010年度 １６位 ８１校 
2011年度 ７位 ８２校 
2012年度 １０位 ８４校 
表１：エクセター高校の州内順位 
 
更に加えて、エクセター高校は生徒が大学に進学または科目登録する割合において全国平均よりも高い数値を示
している。アメリカ合衆国労働統計局 (2012年9月) によると、2011年10月には合衆国2011年高校卒業生の68.3％が大
学に進学または科目登録しているが、エクセター校では77.2％となっている。それにも拘らず、経済的に不利を
被った生徒ら、教育的にハンディを負った生徒らの試験結果のために、エクセター校は「要改善校」 (School in 
Need of Improvement  [SINI]) と指定されてきた。2012年には同州の学校の70％以上が「要改善校」と分類されている。
ニューハンプシャー州は当初免責特権の申請に抵抗してきたが、結局は申請することとなり、現在その認可待ち
の過程にある。エクセター校に関しては、経済的に恵まれない生徒らが全体として読解において必要なレベルに
達していなかった。第11年生431人のうち、38人 (9％) が経済的不利と認定されている。学校の特別教育の生徒ら
は全体として読解と数学で要求を満たせなかった。第11年生のなかで57人 (13％) が特別教育の生徒として認定さ
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れている(15)。  
 
問いと回答――その分析  
 2012年8月７日、調査者はエクセター高校を訪問し7人のスタッフにインタヴューを実施した。その内訳は英語、
数学、科学担当の教員各1名、特別教育担当2名、スペイン語担当が1名、そして職員1名である。これ以外に他の
教員らにも簡単な質問紙を配布し、インタヴューで回答された意見が他の教員らによって全体的に支持されたも
のであるかを見極めることとした。113人に調査紙を配布し、69人が回答を寄せた。 
 質問紙には7つの問いを載せた。インタヴューの際に用いた質問と同様のものである。第１の問いは回答者に
ついての具体的な情報を問うものである。担当科目や教職暦 (年数) などが含まれている。第2、第3の問いはそれ
ぞれ動機づけと評価に関して多肢選択法方式で質問し、更に各問では生徒と教員について別々に問うている。ま
た各問には空欄を設けて更なるコメントを記入できるようにした。第4、第5の質問では NCLBに何か長所がある
かについて問うた。問4では教員自らの経験と見解に基づいて、試験が「学力格差を縮める」のに一役買ったか
どうについて質問し、問5では新入生の学力で NCLB に帰することのできそうな変化を見てとることができるか
を尋ねた。問６では将来の米国教育制度で改革を期待したいかどうかを問うた。もしそうであるならば、それは
いかなるものであるのか。そして最後、第7の問いでは全く自由に、NCLB 法のもとの試験制度の長所と短所が
もしあるならば、それについてなにかコメントを添えてもらうようお願いした。以下に、それぞれの問いと回答
を一つひとつとりあげて、調査結果とそれをめぐる所見をまとめてみたい。 
 
１． あなたの経験と、又は知るところによると、NCLB 法（NECAP）のもとの試験制度はどのように動機
づけの手段として機能していますか。この試験制度によってどれだけ生徒が懸命に学ぼうと励まされてい
ますか。 
 この問いに対しては「いいえ」という回答が声高に鳴り響いているようだ。この問いにはわずかに3％の教員
だけが肯定的に答えており、この試験は動機づけによって「いくらか」は生徒の学びを支援していると考えてい
る。他方で、55％が試験は「まったく」生徒の動機づけに役だっていないと、42％が「それほどでも」ないと回
答している。ある教員の言葉では「子供たちはただやりおおせてしてしまう。」生徒にとって試験はリスクの高
いものではない。生徒が負う結果責任は何もないのである。この得点は授業の成績評点に結びつかないし、成績
証明書に載らないために大学進学にもなんら影
響を及ぼすこともない。ある数学教員の指摘に
よれば、学校とっての試験結果責任は生徒が卒
業した後に実効力をもつ。そのために生徒にな
んら跳ね返ってくることはない。特別教育の教
員の説明するところでは、この試験制度は学習
障害をもった生徒の存在を際立たせるものの、
必ずしも生徒の学びを助けているわけではない。
この試験はニューハンプシャーの州が試され評
価されるもので、生徒のためのものではない。
子供たちもそれをわきまえている。特別教育の
生徒たちの多くはすぐにいらいらして、試験を
始める前に放棄してしまうことがある。特別教
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育の教員とそうでない二三の教員は、解答用紙に ABCD、ABCD の順番で解答欄を塗りつぶしたり、「雨模様」
を描いていたりする生徒らもいると話してくれた。 
 
２． この試験制度によって教員が懸命に働く/よい教員になるようにどれだけ動機づけられていると考えま
すか。  
 この教員の動機づけについての問いは、二つに裂かれた反応を引き出した。52％は「いくらかは」とかろうじ
て肯定的に答え、48％は否定的に回答した。9％だけが「まったく」というかなり否定的な回答を選んだ。試験
結果は生徒には影響を及ぼさないが、教員には響く。学校に対するラベル貼りと懲戒措置を通していくらか間接
的に、あるいは教員の評判を裏づけるものとしてより直接的にはね返ってくる。この学校はほかの学校で実施さ
れているように教員の評価を試験結果に結びつ
けているわけではないと指摘する教員も数名い
た。ところが、ある教員は個人的な評判のため
に動機づけられる教員もなかにはいると述べて
いる。一人の特別教育の教員は、教員の動機づ
けに及ぼす効果についてとても積極的に評価し
ている。そのために教員はアカウンタビリティ
 ー(教育効果責任) について考えざるをえないから
である。その教員は多くの科でさまざまな授業
を参観してきたので、ときには教員が時間つな
ぎに「意味のないレッスン」を展開するのを見
てきたが、この試験の導入と共にこのような授
業が減ったという。また、学習障害をもった生
徒らは年間学力向上値をクリアできなかったた
めに、特別教育担当の教員には何らかの圧迫があったと述べている。また別の側から見ると、英語科のコメント
から明らかにこの試験制度の後押しをしない教員たちのいることがわかる。この科には19人の教員がいるがだれ
一人としてこの試験については話をすることはないという教員もいた。その人は当該試験が動機づけ要因となる
かという考え方自体に笑い出したほどである。後の質問調査紙では、試験の内容に同意できない、もし同意でき
たならば、「この試験にとり組んで生徒の学力向上に寄与したいと考えるかもしれない」と書いている。同じ科
からのコメントとして以下のものがある。「これはみなが許容するイヴェントで、すぐに忘れ去られるものだ」、
そして「作文の誘発文は幼稚だ。一体どの教員がやる気をおこすというのか」と記している。 
 
３． あなたの経験と、又は知るところによると、NCLB 法 (NECAP) のもとの試験制度はどのように評価づ
けの手段として機能していますか。この試験制度によってどれだけ教員/学校が生徒の学力測るのに参考と
なっていると考えますか。 
次の2つの問いは試験が評価ツールとして妥当性があるかについて取り扱うものである。生徒の評価に関して
は、38％が控えめながらも積極的な反応を示した。46％がやや消極的な反応を示し、16％が強く否定する回答を
出している。ある外国語担当教員は、試験結果は外国語として英語を学ぶ生徒 (ESOL) の現状を際立たせ、すべ
ての授業で読み書き能力を底上げしようとする動きを作り出したと述べている。他方で、ある特別教育担当の教
員によると、個別障害教育法 (Individuals with Disabilities Education Act [IDEA]) 保護下の生徒はすでに正式な評価を受け
てきた。それは一人ひとりの生徒の長所と短所に対応するために教え方を調整する点においてより意義深い評価
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であった。その教員はある子どもの例を挙げて
いる。NECAP では学力レベルが下がったが、ほ
かの評価ツールで測定された時には、向上だけ
が見てとれたという。別の教員はこの試験を最
小限必要なものとして、「利用可能な」情報に役
立てるようにすることを提案している。インタ
ヴューと質問紙調査でのコメントの多くも同じ
点を強調している。即ち、試験結果が生徒のた
めに効果的に利用されていない。教員も試験結
果に目を通すことはない。結果が出るのが遅す
ぎて生徒のために有効利用できないのだという。
加えて、ある科学教員がコメントしているよう
に、生徒が試験でよい点をとるように学んだと
しても、それはより多くを学んでいるというこ
とではない。 
 他の評価についてのコメントには試験結果は概ね「予想通り」となるというものがいくつか含まれていた。教
員はすでに生徒について知っていて、普通試験から何も新しいことを学ぶことはない。評価について無関心なも
のもあった。学校が点数によって「要改善校」と分類されたとしても、そのラベルは特別教育と経済的に恵まれ
ない生徒たちの集団のせいで貼られたものだからだ。この試験は（エクセター高校のように）豊かな地区の学校
にはほとんど影響がないが、「問題を抱えた学校」には試験結果に対する責任の問題が重くのしかかってくる、
とはある数学教員の言葉である。別の数学教員も試験得点への不信感を露わにしている。統計領域を扱う資格の
ない人々が得点の分析をしているのだという。 
 
４． 学校はこの試験制度によって教員がどれだけ効果的に授業を運営しているかについて評価できると思いま
すか。 
 教員評価との関連でたてたこの問いに対して
は、生徒評価とはまた別の反応を得えることと
なった。21％ばかりが控えめながら前向きの反応
を示し、79％が否定的な回答を寄せた。そして
24％が強く否定的に回答した。こうした反応は、
上で説明したように教員の評価を生徒の得点に
連結させようとする最近の流れに照らしたとき
に、殊に顕著である。 
 ある英語教員によると、教員の職務遂行を評
価するのに生徒の得点を用いるというのは理に
かなわないと述べている。生徒の成績にはそれ
こそ多様な要因が作用しているからである。あ
る数学教員は、教員は生徒の得点の結果責任を
負うべきではないと批評している。まずは生徒
自らが自分の成績結果に対して責任を負うことが先であろうという。別の数学教員は、親たちもまた子どもの教
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育に対して責任を負うべきであると強調する。この教員は自分の息子の話を披露してくれた。息子はある日数学
試験の部分だけは「取り組まないと決めた」という。試験成績は数学以外みな90点台であったが、数学は3点獲
得しただけであった。「やる気を出さない子どもに対してどうして教員が責任を取らなくてはならないのか。」更
に、生徒はまだそこまで進んでいない教材範囲や近年では扱っていない範囲で試験を受けることも多いのだと指
摘する教員も幾人かいた。試験が最新のカリキュラムを反映していないと訴える科学の教員もいる。教員は試験
の準備ともなれば、授業の内容も出題の方式も変えて教えることになる。最近のカリキュラムから逸脱し、ベス
トと思う内容や問い形式を捨ててまで試験のために授業をあわせる教員が果たして「よい教員」であると言うこ
とができるのだろうか。 
 インタヴューと質問紙の双方で、「三年生特権」(junior privileges) に触れる回答も多くあった。学校は生徒らが試
験でよい成績を修めるようにと高校3年生に特権制度を導入している。よい得点をとれば、たとえば生徒は車で
登校できるといった特別の権利を獲得することができる。英語教員はこれについて明確にいいあてている。「仮
に『三年生特権』の効果のために即座に学校の得点が伸びたとしましょう。それで私たちがより優れた教員にな
ったということでしょうか？」 
 
５． この試験制度は（学力格差の縮小やアカウンタビリティ  ー [教育効果責任] など）諸問題に対処するのに役
立ってきたと思いますか。 
この問いへの反応から明瞭な結果を得ることはできなかった。このあいまいな結果の理由を科学教員のコメ
ントに見つけることができよう。「NCLB 法と『要改善校』の身分によって、学校はより重い教育効果の責任を
負うこととなったが、学力格差を埋めたという証拠はそれほどみあたらない」（下線部付加）。数名の教員が試験
によって学力格差がもっと目に見えるように、それどころか公然となったことを指摘しているが、指摘すること
とそれを修復することはまた別の問題である。また、「教員専門職としての成長」や教員間の協働の可能性をも
っと探れると記す英語教員もいれば、同じ科であっても「こうした成績得点から教授法について何を学べるとい
うのか。何もない」という教員もいる。質問紙の他の回答欄にあるほかの教員らのコメントを見るかぎり、生徒
の試験得点は再検討されておらず、従って生徒の益となるよう効果的に使用されていないことがわかる。ここで
一人の特別教育担当教員の言葉を紹介したい。この教員の小学校での教育経験から、小学校では教員が生徒の得
点を検討し、生徒の学習動向を見極めていた（教員を評価するためではない）そうである。ある外国語教員が学
力格差は常にあり続けるであろうと締めくくっている。「人はみなさまざまに異なる学び方をするのに、一種類
の知性だけをもってラベル貼りをしようとするかぎりはね。」 
 
６． 新入生のなかにそれ以前の学年で NCLB 法が施行されたことによると思われるなんらかの学力の変化（向
上）が見うけられますか。  
この問いは NCLB法が施行させる前から長にきにわたって教職にある教員に向けられている。69の調査紙回答
者のうち42人がこの問いに答えている。3人がやや肯定的に答えており、その内訳は特別教育教員2人と外国語教
員1名である。昨今の新入生はこうした標準試験の形式になれてきているという特別教育教員もいれば、他方の
教員は自分の3人の娘は点数が伸びていることに触れている。（これは点数の向上についてであって、必ずしも学
力の伸長について述べているわけではない。）3人目の外国語教員によると、外国語として英語を学ぶ生徒  
(ESOL)  は以前よりも支援を受けられるようになってきているという。 
 この問いに対する回答内容はたしかに推測の域を出るものではないであろう。学力の向上は多くの要素に帰す
ることができるからである。それでも、大方否定的な回答が明確に指し示しているのは、こうした教員の意見に
は、これまで低学年から試験を重ねてきているにも拘らず目に見える学力向上が認められるものがないというこ
アカウンタビリティー、NCLB法施行から 10 年を経て
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とである。2014年を期限とする英語と数学の100％習熟に向けた実現は、各州が一歩一歩綿密に建てた計画によ
って可能となる。毎年学校はこの目標に向けてたてた年間学力向上値 (AYP) を実現しなくてはならない。ところ
が、回答のほとんどで示唆されているのは、教員が生徒の学力は落ちているとみていることである。24年間科学
を教えてきた教員は、数学得点は落ちてきているが、「読み書きに関しては、NCLB のおかげで向上したと考え
ている」と記している。他方で、34年の教職経験をもつ社会科教員は次のように述べている。「この高校にやっ
てくる生徒らは、一般にではあるが、10年前に比べると高校での学びにそれほど準備ができていないと思う。ま
た一般論ではあるが、生徒たちにあまりやる気がなくなっているように感じる。」学力の低下との関係において
は、少なくとも2人の教員がテクノロジーによる影響を指摘している。科学技術の運用によって生徒の集中力ス
パンが短くなった。また、一人の教員によると、それによって生徒の十分な睡眠時間が奪われているという。 
 
７． アメリカの教育において（特にエクセター高校で）将来的に著しい変化を目にしたいと思いますか。 
 この問いに対する回答では、58人の教員が「はい」と答え、6人が「いいえ」、5人が無回答又は明確な回答な
しであった。（変化といっても悪い方向に向かうものもあると示唆する教員もおり、変化への必要性は全国で各
地域共同体の現状によって異なると言う教員もいた。）消極的な回答をした教員たちからは次のような説明があ
った。エクセター高校は生徒の教育で見事な成果を収めている。顕著な変革は必要としないが、生徒を仕事や大
学に備えて養成すべきである。教員らは毎年必要な改善をおこなうが、州レベルでの変革はあまりにお役所的で
煩雑な仕事に巻き込まれて非効率的だ。 
 「はい」と答えた回答のなかで最も一般的だったのは、標準試験をできるだけなくす、また/あるいはそれに
よって学校が一回勝負で過重な教育効果責任に迫られるような試験制度をなくすように訴えるものである。ある
芸術担当の教員いわく、「標準試験などそもそも信じていない。それによって教育を極めて窮屈な箱に押し込め
ているかのようだ。」むしろポートフォリオを用いて生徒を評価するよう提案する教員も幾人かいた。一回きり
の試験では生徒の (又は教員の) 真の姿など捉えることはできない。標準試験で「輝く」ことのできる生徒もなか
にはいるが、多くの生徒たちは、必ずしも学習障害をかかえた生徒でなくても、他の方法でまたおそらく現在試
されていない領域で、もっとうまく自らの学力向上を示すことができるであろう。それに加えて、限定的な生徒
集団の成績をもって全校または全地区の行方を左右してしまうような制度は採用するべきではない。柔軟性こそ
が鍵となる。 
 回答に見られる二つ目のグループはアカウンタビリティ  ー(教育効果責任) の問題を取り上げている。いかなる
評価方法が採用されようとも、生徒こそがアカウンタビリティー方程式の一翼を担わなくてはならない。仮に標
準試験が続くにしても、試験得点は生徒にとってなんらかの意味をもつべきである。すでにいくつかの州で実施
されているように、試験での成績結果が卒業要件となるべきである。あるいはその得点が進学や就職の際に大学
や企業に送りつけられる生徒の証明書に載るべきである。両親もまたその成績結果の責任を負う必要がある。教
員らももっとカリキュラムについての直接的なガイダンスを（仮に標準試験が続けばの話だが）受ける必要があ
り、「カリキュラムを支え能率的に運用する」ために互いに対話をしつづけなければならない。 
 最後に、多くの教員が試験の内容について触れている。そのほとんどは生徒のために「水準を上げる」ことを、
それも「生徒が批判的に考え、問題解決をし、知識を応用するよう本格的に教えることを通して」遂行したいと
望んでいる。それも広範な領域を網羅する暗記ではなく、社交性を養うスキルとより深い内容理解力を育むこと
に焦点をあてて、またもっと現実世界の具体例や多様な教育方法を用いることによって実現したいと考えている。
教育過程でさらなるテクノロジーを用いるよう提唱する教員がいれば、（テクノロジー・スキルに抗うかのよう
に）書き方のスキルの必要性を強調する教員もいる。ひとりの進路指導カウンセラーは生徒らが学業ではあえて
冒険しないことについて嘆いている。生徒らは学びそのものよりも、よい成績を修めることに心を砕いているか
40
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らだという。教員たちのコメント欄には明言されてはいないが、おそらく教育には教員と生徒の双方が学業であ
えて危険を犯して挑戦しようとする余地が必要なのであろう。 
 
８． NCLB のもとの試験制度の（生徒と教員との双方にとっての）利点と不利点についてあなたの考えがあ
れば説明してください。 
 すべての教員が時間をとってこの問いに回答してくれたわけではない。この問いの内容に焦点をあてた意見は
すでにこれ以前の回答欄でとりあげられてきた。この試験制度はフェアとはいえないという意見が出されている。
これは授業からあまりに多くの時間を奪ってしまう、不要なストレスを作り出す、有益な手ごたえを提供せず、
大方において懲罰的であるという根拠を挙げている。さらに科学の教員と進路指導カウンセラーによると、
NCLB は当初から正しい意図をもってはじまったかもしれないが、現実にはその核心的諸問題に応えようとして
こなかった。こうした諸問題は「本物のデータと何年にも及ぶリサーチに基づいて」提出されているにも拘らず。
この二人が指摘する「核心的諸問題」が何を指すかについては特定できないが、おそらく社会的経済的要因が学
業成績を決定する重要な決め手であると証明したリサーチについて少なくとも何らかの形で触れているものと思
われる。学校は生徒が貧困から抜けだす手助けをすることはできるが、単独で社会の不平等を修復することはで
きない。ラヴィッチが記すとおり、学校教育改革は「社会改革としっかり手を組んで進んでゆくものである。 (16)」 
 
結論 
 この研究で見いだした内容は大方NCLBのもとの試験制度とアカウンタビリティーについて一般的に書かれて
きた批判に沿うものである。学力の低い学校、経済的文化的に多様である地域共同体と、あるいはこの試験結果
を卒業に直結させている州（マサチューセッツ州、カリフォルニア州など）とでは、そこで教える教員らの具体
的な経験は異なってくるであろうが、今回エクセター高校での教員へのインタヴューと質問紙回答が明らかにし
てくれるのは、アカウンタビリティー（教育効果責任）制度はその役目を果たすには遠く及ばないということだ。
これまであらゆる資料をもって根拠づけてきた主要な欠陥は、おそらく(1)NECAP試験制度そのものに本来的に
備わっている不備/限界と、そして(2)この制度を機能させるために一般社会から支援が得られなかったことであ
ろう。   
第一に試験制度の不備と限界については、ニューハンプシャー州で採用されるNECAP制度で（諸州での試験
でも同様に）測れるのは、教員が教育において重要と考えるもののほんの一部だけである。これについてある外
国語教員は次のように述べている。試験得点が学校の行方を左右するに任せることで、地域共同体は「教育が総
合的にもつ意味を見失ってしまう」危険を冒すのである。これに加えてある教員らの指摘によると、この試験制
度はもとより英語、数学と科学をカバーするだけで、浅く広い学習を優先させ、暗記に焦点をあてている。最後
に、NECAPは試験の専門家が普通このように試験が用いられてはならないとする方法で利用されている。具体
的には、(1)学生の学力を測り、それ以外の基準を用いることなく「その後多大な影響を及ぼすほど重要な決定」
を下すこと、また(2)試験をもってそれが本来的に計画された目的以外のものを測ることである。即ち、NCLB法
のもとで特定の年齢で特定の生徒の能力を測るよう意図された試験が、実際には学校や教員を評価するために使
われているということである(17)。 
第二に、この一回きりで学校の運命を決してしまうリスクの高い試験制度は、アカウンタビリティーの観点
から効果的に機能しそうにない。なぜならこれは現場の人々から喜んで受け入れられていないからである。科学
担当教員の言葉を使うならば、「地域共同体は教育とその成果を測るためのツールを尊重する必要がある。ニュ
ーハンプシャー州のコミュニティー全体として、この制度の受け入れについて十分な同意があったとは思ってい
ない。」 教員、学校、そして親たちのグループは標準試験やリスクを伴う試験制度を過度に利用することに抗
アカウンタビリティー、NCLB法施行から 10 年を経て
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議するニュースに晒されてきた。とりわけ2012年9月、シカゴの教員らが8日間に及ぶストライキを挙行した出来
事は特記に値する。いくつかの項目の中でも特に、生徒の学力得点が教員評価においてますます幅を利かせつつ
あることに対して抗議した(18) 。また、あるシアトルの高校は2013年1月に標準試験の施行を拒否し、メディアの
見出しを賑わせることとなった。この試験はその結果が重大な教育効果責任を負わせる性質のもの、即ちNCLB
で要求された試験ではなかったものの、このボイコット運動は地域と全米のレベルで、アメリカ合衆国学校教育
における標準試験の役割について議論を刺激することとなった(19)。このような大人の世界の動きのなかで、子ど
もたちも自らが暮らす共同体の価値を自然と吸収してゆくものだ。そのために、子どもたちも同様に試験制度に
疑問を懐いている。教育にビジネス・アプローチを採用するよう唱える教育改革の旗手らもいる。企業が市場経
済でしのぎを削るのとほぼ同じ方法で、「アカウンタビリティー、柔軟性と選択」という目標に取り組みうると
考えている。ところが今回ニューハンプシャー州の高校でアカウンタビリティーについて調査した限りでは、消
費者は「買わない」、即ちそれを評価していないことが明らかに示された。 
 アメリカ合衆国の教育における諸問題はここ日本のものとはたしかに異なる。一つには、日本での教育格差は
米国ほど大きなものではない。ところが、2008年の文部科学省による「教育振興基本計画」で指摘されている通
り、日本でも教育格差が拡大しつつあるのが現状である。社会が経済的、民族的に多様化するにつれて、その教
育格差は広がりやすい。特に日本の教育制度が塾通いや試験にかなり負っているところからも、経済的民族的多
様性が教育格差につながってゆくことが考えられる。さらに、日本では学校、教員、親、生徒らはみな一般的に、
多少のでこぼこはあるにしても試験については同じように考えているようだ。試験制度について全国的な合意が
あるとか、異議など全くないというわけではない。むしろ、教員、親、生徒らの大半は標準試験やその結果が重
大な方向づけをする一発勝負の試験制度を受け入れ尊重しているということであろう。それにも拘らず、この
NCLB法のものとアカウンタビリティーの研究は日本の文脈においても重大な問いを投げかける。はたして私た
ちはどのような教育を子どもたちに施したいと望んでいるのであろうか。 

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SUMMARY 
In January of 2002, President Bush signed a popular act into law as part of an effort to reform education in the United States. This act, 
designed “to close the achievement gap with accountability, flexibility, and choice, so that no child is left behind,” is commonly referred to as the 
No Child Left Behind Act of 2001 (NCLB). After a decade, however, the once popular effort at reform is itself essentially being left behind, both 
theoretically as educators and policy makers call into question the basic structure of the law and also practically as states receive waivers from its 
most demanding requirements.  
As the debate continues over what will replace NCLB, it is fitting to identify and reflect upon how it has failed to bring the hoped for results. 
With these goals in mind, we decided to gather the opinions of some of the people who are among the most affected by reform but least consulted-  
teachers. We visited Exeter High School in New Hampshire, a public school serving 1663 students which has tested well compared to other NH 
schools but which nevertheless is classified as a School in Need of Improvement because of the performance of its economically disadvantaged 
and its special education students. We conducted interviews and collected questionnaires, focusing our attention on what might be considered the 
centerpiece of NCLB- accountability through testing. We asked teachers questions relating to how well the testing functions as a motivation and 
evaluation tool for both students and teachers. The responses we received indicate both that the tests themselves have many limitations and that the 
system of high-stakes testing does not have enough support within the educational community (schools, teachers, parents, students) to make it 
work. While accountability is necessary, student assessment must be broader, and other factors contributing to academic performance, such as 
socioeconomic situation and effort of students, must be taken seriously. Our findings in this single case study add to the growing body of criticism 
of NCLB in the United States and offer some points for reflection in the Japanese context.  
